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令 和 ８年 度  事 業 計 画  
 

 

                           自 令和８年４月 １日 

                      期 間 

                          至 令和９年３月３１日 

 

 

 日本銀行が令和８年１月に公表した「経済・物価情勢の展望」によれば、日本経済につ

いて、「緩やかな成長を続ける。」としているが、各国の通商政策等の影響を受けた海外

の経済・物価動向等があり、それらの日本国内経済・物価への影響については十分注視す

る必要がある。 

 国内の住宅投資については、2025年４月の建築基準法等の改正に伴う駆け込み着工の反

動減から回復しているものの、先行きについては、住宅価格の上昇や人口動態による住宅

需要の減退から緩やかな減少傾向をたどることが予想されている。そうした中、本県の令

和７年の新設住宅着工戸数は2,674戸と、過去20年で最少となった昨年をさらに下回った。 

 一方、令和８年４月からは、環境省所管の温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度で、

木材利用による炭素貯蔵効果を新たに位置づけることになっており、企業等が自らの温室

効果ガス排出量から木材利用による炭素貯蔵量を差し引いて報告できるようになる。また、

令和３年 10月１日には「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利

用の促進に関する法律」が施行され、法律の対象が公共建築物から建築物一般に拡大され

ており、民間における非住宅や賃貸マンション等で木材利用の促進につながることが期待

されている。 

 人口減少に伴う住宅着工戸数の減により、住宅分野での木材利用量の確保は厳しい状況

は続くが、環境をより重視した国の政策が、非住宅分野における木材利用に対して追い風

となっており、この時流を捉えるためには、強度・耐火性に優れた建築用木材の製造技術

及び製造コスト低廉化技術の開発・普及の促進や木造建築物の設計・施工に係る先進的技

術の普及の促進、人材の育成が必要とされる。また、建築物以外でも新たな製品開発等に

よる木材利用の促進を図る必要がある。 

 今日、社会課題の解決と新たな価値創造に向けて、産学官の連携がこれまで以上に重要

性を増してきている中、当機構では、経営の健全化を図りつつ、木材に関する産学官を結

ぶ機関として、木材分野をリードする木材高度加工研究所、行政及び関係団体等と連携を

図り、新たな部材・工法の開発や技術開発の支援、新技術の普及促進などにより、県内木

材産業の振興に寄与していくため、令和８年度は次の各事業を実施する。 
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公益目的事業     本県木材関連産業の振興を図る事業 

 

   木材関連産業の振興発展を図るため、木材の加工及び利用に関する技術の指導及び 

普及、木材商品開発情報の収集及び提供、並びに、高付加価値木材商品開発への支援 

を行う。 

 

 １ 情報収集提供事業 

    本県木材関連企業における製品開発や加工利用技術の向上に資するため、秋田県 

   立大学木材高度加工研究所の試験研究成果、木材・木製品に関する法令や制度の制 

   定・改正情報、各種研修会や講習会の開催案内、木材関連の新技術情報、当機構の 

   業務紹介などについて、情報紙及びホームページにより適時広範な情報発信を行う。 

 

    (１）情報紙の発行 

        情報紙「木材加工最前線」を出捐団体や賛助会員をはじめ、県内の林業・ 

            木材関連企業や行政機関、県内外の試験研究機関等へ配布する。 

 

                発行回数：３回 (108～110 号)  ／ 発行部数：各号 580 部 

 

     (２）ホームページの運用 

         当機構の業務紹介、各種研修会や講演会の開催案内、最新の木材製品情報、 

      木材関連産業のトピックス、木材に関する身近な話題などの各種情報をホー 

      ムページやフェイスブックに掲載し、広く情報の提供を行う。 

 

               ホームページの随時更新 
 

   （３）展示会の開催（受託事業） 

       森林資源の成熟に伴って増加する大径材から生産される内装材等に加え、 

主要構造材における県産材の利用拡大という新たな商流が生まれることを 

契機とし、首都圏でのプロモーション等を展開する。 

 

   開催数：１回 

 

 ２ 技術指導・移転事業 

     木材関連企業が抱えている木材製品の生産、加工、利用に関する技術的課題の解 

決をサポートするため、各種相談対応、現地指導、企業訪問、技術開発支援を行う。 

 

      （１）相談対応 

        来訪、電話、メール等により企業から寄せられる諸課題に木高研と連携し 

      ながら対応し、必要に応じて資料送付、関連情報の収集提供、データ提供、 

      事例紹介などを迅速的確に行う。 

 

                  通年随時対応  
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     （２）現地指導 

        企業からの派遣要請に基づき、当該企業が抱えている技術的課題の解決に 

     適任の指導者を当機構の顧問や技術コンサルタントなどの中から人選し、直 

     接企業に赴いて現地指導を行う。 

     

           指導企業数：５社 

 

     （３）企業訪問 

        木高研の研究成果の民間への移転可能性を探るとともに、企業ニーズを把 

      握して研究課題に反映することをねらいとした企業訪問を実施する。 

     

          訪問企業数：６０社 

 

 ３ 啓発研修事業 

    新製品開発に意欲のある企業や、社員の技術研鑽・知識向上に取り組む企業など  

   を支援するため、公開講演会及び研修会等を開催する。 

 

   （１）公開講演会 

             木材高度加工研究所の研究内容や成果を業界関係者、行政、他研究機関な 

      どへ広く周知するため、能代市、能代木材産業連合会と連携して研究所講演 

      会を開催する。 

 

                 開催数：１回（木高研講演会１回）  

 

   （２）研修会 

             木材関連産業に係る行政施策や業界の動向、県内外の先駆的な事例紹介な 

      どを通じて、企業の技術力や経営力の向上に繋がる企画内容の研修会を開催 

      する。 

 

                 開催数：１回（加工技術研修会１回）  

 

   （３）各種コンクール（受託事業） 

       県民や県内の事業者等に対して、木材の優先的な利用について意識醸成し 

ながら、建築において木材利用を提案できる人材の育成を図る。 

 

   開催数：２回 
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 収益事業    木材に関する調査・研究等を行う事業 

 

  企業や官公庁から発注される次のような木材に関する調査・研究事業等を行う。 

 

  １ 木材に関する性能試験 

      企業からの依頼を受け、製材品・集成材・家具等の強度試験及び防耐火試験、木 

   材の含水率や熱伝導率などの物性試験のほか、ホルムアルデヒドの放散量測定など、 

   製品の品質管理や新製品開発過程などで必要とする各種の試験を実施する。 

 

 ２ 木材に関する調査・研究 

        国の各省庁等が発注する木材の調査・研究に関する業務を受託する。 

 

 ３ 木製構造物の劣化等診断 

        自治体等からの依頼を受け、木製ダム・木製遊具・木製歩道橋・木橋等の木製 

   構造物の劣化等の診断を実施する。  

 

収益事業受託件数：７０件  

 

 

 法人管理 

 

   １ 収支改善に向けた取り組み 

     経費削減に努めるのは勿論であるが、収入の減少による収支の悪化が出てきてい 

るため、収益事業（依頼試験）については、引き続き、県内外へＰＲし事業の安定 

した確保に努める。また、当機構に対する行政からの補助金、委託事業の拡充等を 

要望していく。 

     

     

   ２ 顧客満足度調査 

      企業ニーズに沿った事業活動の展開に資するため、当機構の各種業務を利用し 

   ている企業を対象に、アンケートによる顧客満足度調査を実施する。 

 


